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研究成果 
 

2020年に発生した新型コロナウィルス感染症拡大（以下、コロナ禍）は、学校教育に多大な影響を及ぼした。

特に、2月 27日の首相の要請に始まった、全国の小学校・中学校・高等学校・特別支援学校の臨時休業は、そ

れまで当たり前だった学校の意味や価値、教授と学習の在り方などを改めて問い直す機会になったり、GIGA

スクール構想の加速につながったりした。コロナ禍の影響は多岐にわたるが、本研究では、小中学校を対象に、

「学びの保障」を実現するカリキュラムマネジメント焦点を合わせた。臨時休業中及び学校再開後の学校にお

ける教育課程の再編成・実施・評価・改善及びその条件整備に関して、設置者である市町村教育委員会がどの

ような方針に基づき、各学校をどのように支援したかについて、その支援との関係において学校はどのように

カリキュラムマネジメントに取り組んだのかについて、校長のリーダーシップとの関係も含めて明らかにする

ことを目的とした。これまで危機的状況下におけるカリキュラムマネジメントに関する研究の蓄積は限定的

で、しかも 2020 年度は初めてカリキュラムマネジメントの重要性について明記された学習指導要領が小学校

で全面実施となった年度でもあり、コロナ禍という危機的状況における対応が今後のカリキュラムマネジメン

トの実践に与える影響を考える上でも、本研究は意義があると思われる。 

本研究においては、大阪府内 43 市町村教育委員会を対象に、2020 年 10月に質問紙調査を実施した。質問内容

は、市町村教育委員会が、文部科学省や大阪府教育委員会からの通知や支援策を受け、所管する学校に対して、

どのような方針で、校長会とどのような関係をもちながら、何をどこまで支援したのかについて尋ねた。同時

に、各教育委員会が独自に発出した通知文書等も収集した。回収率は 100％であった。大阪府内の市町村は全

国の市町村の中でも長期休業期間が長かったが、各学校の対応について各教育委員会は肯定的に評価してい

た。教育委員会の支援策の中心は、「学校再開にあたっての児童生徒の実態把握」「授業日数の確保」「学校行

事の実施状の工夫」であり、教育課程の再編成（計画段階）に関わる事項であった。実施や評価については、

I C T の整備以外については、学校に任せた教育委員会が多かった。記述統計については大阪府教育庁及び各

市町村教育委員会に報告済みである。詳細な結果については、現在、分析を加えて論文を執筆中である。また、

2021 年 1〜2 月にかけて、教育委員会の規模や地理的なバランスを考慮して、8 市町村の教育委員会と学校を

選定し、インタビュー調査を実施した。質問紙調査の回答からみえた当該教育委員会の施策の特徴とも関連づ

けつつ、教育委員会と学校の対応関係を分析中である。 
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